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研究要旨 

 厚生省（当時）は国民の健康づくりを推進するため、昭和 63 年に健康増進施設認定制度を創設した。創設

から 30 年が経過し、創設当時と社会情勢が変化していることから、本制度が国民の健康寿命の延伸に更に貢

献していくために、改善すべき点を明らかにして改善に取り組む必要がある。さらに、健康増進施設が全国に

存在する類似施設（フィットネスクラブや医療法第 42 条施設）のすぐれたモデルとなるべく、エビデンス（科

学的根拠）に基づいた運動指導プログラムを持ち、かつ、効果的に運営するとともに、標準的な運動指導プロ

グラムの普及・啓発に努めることが重要である。 

 本研究は認定制度の改善すべき点を明らかにするために、① 認定施設の運営者に対するヒアリング調査、

② 認定施設に対する質問紙調査、③ 施設利用者に対する質問紙調査を実施した。さらに、エビデンスに基づ

いた標準的な運動指導プログラムを作成するために、先行研究のレビューと関連学会の運動療法ガイドライ

ンを確認するとともに自転車運動の効果を確認するためのコホート研究を実施した。 

 これらの研究の結果、健康増進施設認定制度の改善すべき点として、① 運動型健康増進施設および指定運

動療法施設それぞれの役割の明確化、② 運動型健康増進施設認定要件の変更、③ 健康増進施設大会の開催、

④ 健康増進施設研究の実施と研究成果の積極的な発信を提案した。さらに、指定運動療法施設が普及・増加

するためのインセンティブとなりうる医療費控除制度運用の改善については、かかりつけ医が日本医師会認

定健康スポーツ医である場合とそうでない場合に分けて、医療費控除のフロー簡略化を提案した。一方で、標

準的な運動指導プログラムの作成については、12 種類の疾病別運動プログラムリーフレット、4 種類の運動

指導前後の体力測定リーフレット、4種類の運動指導者向け情報提供リーフレットを作成した。さらに、コホ

ート研究については、自転車運動と生活習慣病罹患の関係について調査した結果を報告した。 

 健康増進施設が国民の健康寿命の延伸に貢献するためには、運動型健康増進施設と指定運動療法施設それ

ぞれの役割を明確にして活き活きと活躍するとともに、全国に存在する類似施設のすぐれたモデルになるこ

とが重要である。本研究の調査によって、健康増進施設認定制度には多くの施設に共通した課題や希望があ

ることが明らかになった。また、現時点で得られるエビデンスを基にした標準的な運動指導プログラムを作

成することができた。これらのプログラムを活用するとともに、健康増進施設の認知度や社会的な発信力を

高めることによって健康増進施設認定制度が今まで以上に国民の健康づくりに貢献することが望まれる。 
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Ａ．研究目的 

 高齢化が進展する日本において、社会生活機能

の維持向上は優先的に取り組むべき対策の一つで

ある。身体活動が社会生活機能の維持向上をもた

らすことが報告されている（健康づくりのための

身体活動基準 2013、2013 年）。健康日本 21（第二

次）の目標に掲げている「運動習慣者の割合の増加」

は計画的・継続的に実施する運動実践者を増加さ

せることによって目標が達成される。フィットネ

ス関連施設は運動を実践する場所のひとつであり、

フィットネス関連施設の利用者を増加させること

は健康日本 21（第二次）における目標達成にとっ

て重要である。政府は日本再興戦略のひとつとし

てフィットネスクラブを健康寿命延伸産業として

位置付けているが、我が国のフィットネスクラブ

の個人会員数（法人会員は除く）は、約 230 万人

であり国民の約 2%に過ぎない（経産省、2016年）。

一方で、アメリカにおける民間フィットネスクラ

ブの会員数の割合は 13%であり（文部科学省、2016

年）、日本と比較して明らかに高い入会率を示して

いる。 

 厚生省（当時）は国民の健康づくりを推進するた

め、昭和 63 年に健康増進施設認定制度を創設した

（344 施設：令和 2 年 3 月末現在）。創設から 30

年が経過し、創設当時と社会情勢が変化している

ことから、本制度において認定された健康増進施

設や類似施設（フィットネスクラブや医療法 42 条

施設）が国民の健康寿命の延伸に更に貢献してい

くために、健康増進施設認定制度における改善す

べき点を明らかにして改善に取り組む必要がある。

さらに、健康増進施設が全国に存在する類似施設

（フィットネスクラブや医療法第 42 条施設）のす

ぐれたモデルとなるべく、エビデンス（科学的根拠）

に基づいた運動指導プログラムを持ち、かつ、効果

的に運営するとともに、標準的な運動指導プログ

ラムの普及・啓発に努めることが重要である。 

 本研究は認定制度の改善すべき点を明らかにす

るために、健康増進施設認定制度の課題調査とし

て、設運営者に対するヒアリング調査、施設運営者

に対する質問紙調査、施設利用者に対する質問紙

調査を行った。さらに、エビデンスに基づいた標準

的な運動指導プログラムを作成するために、先行

研究のレビューと関連学会の運動療法ガイドライ

ンの確認およびコホート研究を実施した。 

Ｂ．研究方法 

 

１．健康増進施設認定制度の課題調査 

 健康増進施設認定制度の改善すべき点を明らか

にするために、(1) 設運営者に対するヒアリング調

査、(2)施設運営者に対する質問紙調査、(3)施設利

用者に対する質問紙調査、(4)関連団体に対するヒ

アリング調査を実施した。 

（１）施設運営者に対するヒアリング調査 

 全国各地に存在する健康増進施設の認定を受け

ている 13 施設と、あえて認定を受けていない 3 施

設を訪問し、施設の運営状況や健康増進施設認定

制度の課題をヒアリングした。 

（２）施設運営者に対する質問紙調査 

 2018 年 1 月に、2017 年末時点で運動型健康増

進施設の認定を受けている 340 施設に調査用紙を

郵送し、1) 施設のタイプや概要、2) 体力測定、3) 

運動プログラム、4) 運動型健康増進施設認定制度

の課題、5) 施設の社会貢献や学術貢献、6) 健康増

進施設認定制度に関する課題や希望、の 6 項目に

ついて多肢選択式あるいは自由記述形式で調査し

た。加えて、指定運動療法施設に対しては運動療法

プログラムについて調査した。。 

（３）施設利用者に対する質問紙調査 

 認定施設をランダムに 37 施設抽出し、リストの

上位から順に本調査への協力をメールで依頼した。

各施設には約 10人の会員に対して質問紙調査を匿

名で実施していただくよう依頼した。そして、調査

実施者が 100 人を超えるまでリスト順に依頼を続

けた。 

 調査用紙には性別、年代、治療中の病気、健康増

進施設の利用期間・利用頻度、健康増進施設に対す

る認識、主に実施している運動種目、体力測定、運

動型健康増進施設利用の効果やよかった事、かか

りつけ医の存在、医療費控除制度の利用、運動型健

康増進施設に関する課題や希望といった項目につ



いて多肢選択式あるいは自由記述形式で調査した。 

 

２．運動プログラムの作成 

 エビデンスに基づいた効果的な運動プログラム

を作成するために、① 先行研究のレビューと関連

学会の運動療法ガイドラインの確認、② コホート

研究の実施をおこなった。 

（１）先行研究のレビューと関連学会の運動療法

ガイドラインの確認 

 プログラムの作成にあたっては、これまでに報

告されている先行研究や関連学会から公表されて

いる運動療法ガイドラインを確認し、疾病別運動

プログラムを作成した。疾病別運動プログラムの

対象疾患について、関連学会から運動療法ガイド

ラインが公表されている場合は、その内容を確認

し、先行研究と齟齬がない場合は関連学会が公表

している運動療法ガイドラインに沿った形でプロ

グラムを作成した。さらに、関連学会に連絡をとり、

運動プログラム作成について了解を得た。関連学

会から公表されている運動療法ガイドラインが存

在しない場合や、現時点におけるエビデンスのグ

レードが低い場合は、現状で入手できる範囲のエ

ビデンスを使用してプログラムを作成した。 

 

（２）コホート研究 

 健康診断を受けた日本人 33,066人を解析対象と

した後ろ向きコホート研究を実施し、自転車を含

む職場への通勤手段と健康診断において判定され

た糖尿病の関係を、Cox 比例ハザードモデルを用い

て評価した。 

 

３．倫理的配慮 

（１）施設運営者に対するヒアリング調査 

 施設運営者に対するヒアリング調査については

口頭でヒアリングの目的や内容を伝え、許可が得

られた内容のみヒアリング調査内容として公開し

た。 

（２）施設運営者に対する質問紙調査 

 施設運営者に対する質問紙調査については調査

開始前に、調査委託機関に対して調査内容を外部

に公表しないという秘密保持契約を締結した。そ

して、調査用紙の配布・回収・データ入力について

は研究代表者が所属する機関と調査内容の秘密保

持に関する契約を締結した調査委託機関が行うこ

とを調査依頼用紙に記載した。加えて、研究者は調

査会社からデータを受け取り、統計的に集計した

後に学術発表や厚生労働省への報告のためだけに

使用すると記載するとともに、調査に協力しなく

ても不利益が生じることはないと記載した。 

（３）施設利用者に対する質問紙調査 

 施設利用者に対する調査についてはすべて匿名

で調査を実施し、個人情報は取り扱わなかった。 

（４）関連団体に対するヒアリング調査 

 関連団体に対するヒアリング調査については口

頭でヒアリングの目的や内容を伝え、許可が得ら

れた内容のみヒアリング調査内容として公開した。 

（５）レビュー研究 

 情報の整理であることから倫理的配慮は不要で
あった。 

（６）コホート研究 

 自転車運動と生活習慣病罹患の缶調査に関して

は、国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究
所の倫理委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

１．健康増進施設認定制度の課題調査 

（１）施設運営者に対するヒアリング調査 

 健康増進施設認定制度の課題として最も多かっ

た回答は「医療と施設の連携不足」と「制度の認知

度が低い」であった。ヒアリング結果を総括すると、

運動型健康増進施設が、厚生労働省承認の運動実

施施設として、地域の中で身体活動促進のサイク

ルの重要な役割を果たし、かつ、かかわる職種の意

義を有効に活用するためには、1) 運動型健康増進

施設の役割の明確化、2) 国民（利用対象者）への

周知、3) 連携するスポーツ医やかかりつけ医の優

遇制度（例：診療報酬化）の整備、4) 申請・更新

手続きの簡潔化、5) 運動型健康増進施設、指定運

動療法施設の 2 段階の承認システムの見直し、6) 



医療費控除申請に必要なプロセスの見直し・簡潔

化、7) 定期評価に応じた利用者へのインセンティ

ブ、8) 運動型健康増進施設間の横の連携、9) 地域

に応じた地域包括ケアシステムとの融合や介護予

防・リハビリテーションとの連携などについて、整

理していく必要があると考えられた。 

（２）施設運営者に対する質問紙調査 

 運動型健康増進施設の認定を受けている 340 施

設に調査用紙を郵送し、183 施設から回答を得た

（回収率：54％）。 

 施設のタイプについては民間のフィットネスス

ポーツが最も多く、次いで医療法第 42 条施設、公

営のフィットネス施設という順だった。体力測定

については、「身長、体重、肥満度」の測定につい

てはほとんどの施設が実施していたが、「全身持久

力測定」を実施していないと回答した施設は 40 施

設存在した。また、ほとんどの施設が個人別の運動

プログラムを作成・提供しており、プログラム作成

の根拠にしている資料は体力測定およびメディカ

ルチェックの結果であった。運動療法プログラム

について回答した施設の多くが指定運動療法施設

であった。 

 運動型健康増進施設として十分に活動できてい

るかどうかについて、多くの施設が「まあまあ活動

できている」と回答し、次いで「少しだが活動でき

ている」、「大いに活動できている」と回答した。ま

た、運動型健康増進施設認定制度が「国民の健康づ

くりの推進」に貢献できているかという問いに対

しては、「まあまあ貢献できている」、「少しだが貢

献できている」、「大いに貢献できている」という順

で回答数が多かった。 

 運動型健康増進施設を運営するにあたっての課

題については 100 施設が「運動療法処方せんを持

参して施設を訪問される人が少ない」と回答した。

次いで「日本医師会認定健康スポーツ医が所属す

る提携医療機関との契約が困難」と回答した施設

が 60 施設、「健康運動指導士の運動療法に関する

能力の質がばらばらで困る」が 46 施設、健康運動

指導士の安定雇用や継続雇用が困難」が 43 施設、

「健康運動実践指導者の運動療法に関する能力の

質がばらばらで困る」が 39 施設、「その他」が 23

施設であった。その他については健康増進施設認

定制度の認知度の低さや、他の施設との差別化が

図れないといった自由記載意見があった。 

 健康増進施設認定制度に関する課題や希望につ

いては、16 施設が制度運営方法の改善に関する課

題や希望を述べた。制度の周知を希望する施設は

11 施設、施設の差別化や認定を受けるメリットに

関する希望は 9 施設、行政との連携強化が 6 施設、

運動指導者や健康運動指導士に関するものは 6 施

設、その他 2 施設であつた。 

（３）施設利用者に対する質問紙調査 

 認定施設をランダムに 37 施設抽出し、リストの

上位から順に本調査への協力をメールで依頼し、

協力の合意を得た施設に質問紙調査を匿名で実施

していただくようお願いした結果、11 施設から

129 人分の調査票を回収することができた。 

 回答者の性別は、女性 78 件、男性 49 件、不明

2 件であった。治療中の疾患は高血圧が最も多く、

次いで脂質異常症、運動器の疾患、糖尿病という順

であった。ほとんどの会員が 5 年以上の利用期間

であり、週 2～3 回利用している人が最も最も多か

った。 

 現在利用している施設が「厚生労働大臣認定健

康増進施設」あることをご存知でしたか？という

質問に対して、「知らなかった」と回答した人は 58

人（45％）であり、約半数の回答者が自分が利用し

ている施設が健康増進施設であると認識していな

かった。 

 利用者のほとんどが運動型健康増進施設の利用

目的を「体力の維持・増進（106 人）」あるいは「健

康の維持・増進（109 人）」と回答した。一方で、

「リラックス・ストレス解消（43 人）」や「仲間づ

くり（19 人）」と回答した人も少なからず存在した。

また、認知症予防（25 人）や疾病予防（37 人）と

いった疾病予防を目的に運動型健康増進施設を利

用すると回答した人も存在した。 

 指定運動療法施設の施設利用料が医療費控除の

対象になることを知っていた回答者は 67人であっ

た。一方、指定運動療法施設の施設利用料を申請し



たことがあると回答した人は 36 人であった。 

 運動型健康増進施設利用者に対する利用実態調

査や希望調査は、運動型健康増進施設を対象に実

施した実態調査と同様に、健康増進施設認定制度

の周知や、医療費控除制度の改善が課題であるこ

とが明らかになった。また、運動型健康増進施設で

実施する運動プログラムは利用者の実態や希望に

対応して、筋力トレーニングやリラクゼーション、

あるいは仲間づくりといった視点を持って新たな

運動プログラムを開発することが望ましいと考え

られた。 

 

２．標準的な運動指導プログラムの作成 

 標準的な運動指導プログラムとして、① 疾病別

運動プログラム、② 運動指導前後の体力測定プロ

グラム、③ 運動指導者向けプログラムを作成した。 

 各プログラムは普及のしやすさを考えて、独立

した 1 枚 1 枚のリーフレットの形で作成した。さ

らに、利用者を、① 厚生労働省ホームページ（e-

ヘルスネット）閲覧者、② 健康増進施設利用者の

かかりつけ医、③ 健康増進施設で運動指導を実施

する運動指導者、④ 健康増進施設の運営者に設定

し、各リーフレットをまとめたパンフレットを作

成した。さらに、健康増進施設の管理者向けに作成

したパンフレットについては、それぞれのリーフ

レット作成のエビデンスを記載した解説書を作成

した。 

（１）疾病別運動プログラム 

 下記の項目に関するプログラムを作成した。 

・成人を対象にした運動プログラム 

・高齢者を対象にした運動プログラム 

・内科的疾患別に勧められる有酸素運動の目安 

・高血圧の人を対象にした運動プログラム 

・2型糖尿病の人を対象にした運動プログラム 

・虚血性心疾患（狭心症・心筋梗塞）の人を対象に

した運動プログラム 

・認知症予防のための運動プログラム 

・肥満・メタボリックシンドロームの人を対象にし

た運動プログラム 

・がんサバイバーを対象にした運動プログラム 

・サルコペニアの人を対象にした運動プログラム 

・腰痛の人を対象にした運動プログラム 

・変形性ひざ関節症の人を対象にした運動プログ

ラム 

（２）運動指導前後の体力測定プログラム 

 下記の項目に関するプログラムを作成した。 

・運動指導前後の体力測定：有酸素運動（全身持久

力） 

・運動指導前後の体力測定：筋力・筋持久力 

・身体組成の評価 

・ロコモ度テスト 

（３）運動指導者向けプログラム 

 下記の項目に関するプログラムを作成した。 

・青年を対象にした運動プログラム 

・18 歳から 64 歳の人を対象にした身体活動指針

（アクティブガイド） 

・65 歳以上の人を対象にした身体活動指針（アク

ティブガイド） 

・座位行動 

 

Ｄ．考察 

１．健康増進施設認定制度の課題調査 

 運動型健康増進施設や関連団体へのヒアリング

調査や質問紙調査、施設利用者を対象とした質問

紙調査を実施して「健康増進施設認定制度」の現状

を把握した。これらの調査の結果、本制度が国民の

健康寿命の延伸に更に貢献するために必要と考え

られるいくつかの課題が明らかになった。 

 これらの課題の主なものは、① 指定運動療法施

設とそれ以外の運動型健康増進施設の役割を明確

にする必要があること、② 有酸素運動プログラム

の実施に大きく偏った認定要件を変更する必要が

あること、③ 本制度や健康増進施設の認知度を高

めるとともに健康増進施設が他の施設に対してリ

ーダーシップを発揮するための環境づくりを支援

する必要があることである。そして、これらの課題

を改善するために、(1) 各施設の役割の明確化、(2) 

運動型健康増進施設認定要件の変更、(3) 健康増進

施設大会の開催、(4) 健康増進施設研究の実施と研

究成果の積極的な発信を提案する。さらに、指定運



動療法施設が普及・増加するためのインセンティ

ブとなりうる医療費控除制度運用の改善について

は、かかりつけ医が日本医師会認定健康スポーツ

医である場合とそうでない場合に分けて、医療費

控除のフロー簡略化を提案する。 

（１）各施設の役割の明確化 

 一次予防を志向している運動型健康増進施設に

ついては認定施設数を増やすことより、認定を受

けた質の高い施設が、運動プログラム効果の確認

や、新たな運動プログラムの開発、さらには会員の

集客や定着を図る運営方法を開発し、全国に数多

く存在している一次予防を志向している施設に得

られたエビデンスを発信するという、健康づくり

施設のモデルとしての役割が期待される。一方で、

指定運動療法施設は一次予防を志向している運動

型健康増進施設（指定運動療法施設の認定を受け

ない運動型健康増進施設）と異なり自ら施設数を

増やしていくことが望まれる。指定運動療法施設

には利用料の医療費控除制度というインセンティ

ブがあることから、本研究班が提案する制度利用

方法を簡便化する等の対策によってこのインセン

ティブを最大限に活用できる体制を構築すること

によって施設数を大きく増加させることが可能と

考えられる。また、指定運動療法施設は 2 次・3 次

予防を志向している施設のモデルとなって、効果

的な運動療法プログラムに関するエビデンスを発

信するといった運動療法施設のモデルとしての役

割も期待される。 

（２）運動型健康増進施設認定要件の変更 

 健康増進施設認定規程第 4 条（認定の基準）の規

定の運用については局長通知である「健康増進施

設認定基準について」が示されている。トレーニン

グジムや運動フロアに必要とされるおおよその面

積については有酸素運動および補強運動を実施す

るために必要と考えられる施設としているが、ス

テップ運動といったスペースを必要としない有酸

素運動プログラムを実施することが可能である。

また、本研究においてコホート研究を実施ている

広い設置スペースを必要としない自転車エルゴメ

ータを活用して有酸素運動プログラムをメインと

する運動療法を実施することが可能である。 

 指定運動療法施設は施設数を増やしていくこと

が望まれることから、スペースにかかわらずしっ

かりとした運動療法プログラムを実施している施

設を数多く認定できるように認定基準を見直すこ

とが望まれる。 

（３）健康増進施設大会の開催 

 運動型健康増進施設が健康づくり施設や運動療

法施設のモデルとして国民の健康づくりに貢献す

るためには自らの質を高めていくことが必要であ

る。また、日々の活動のモチベーションを高めるこ

とも重要であると考えられる。現時点では各施設

の多くは独立しており、優れた取り組みの横展開

や意見交換が行われる場が確立していない。さら

に、優れた取り組みを実施している施設に対する

表彰制度も確立していない。そこで、運動型健康増

進施設の大会を年に 1 回開催し、優れた活動内容

を報告するとともに、優れた活動を展開している

施設を表彰することを提案する。 

（４）健康増進施設研究の実施と研究成果の積極

的な発信 

 JPHC Study (Japan Public Health Center Study) は

厚生労働省がん研究助成金によって 1990 年に開始

されたコホート研究であり、すでに 300 本以上の

学術論文を公表しており、その多くが新聞やイン

ターネットを通じて社会に発信され、国民の健康

づくりに貢献している。 

 健康増進施設においても JPHC Study をモデルに、

どのような運動プログラムが疾病の予防に関連し

ているのかを明らかにする研究を実施し、その結

果を「健康増進施設研究」という名前とともに新聞

やインターネットメディアに発信することを提案

する。健康増進施設研究によって科学的に確認さ

れた効果的な運動プログラムを全国の健康づくり

施設に提供することが可能となるだけでなく、メ

ディアを通じて健康増進施設の認知度が高まるこ

とが期待される。 

（５）医療費控除フローの簡略化 

 指定運動療法施設における医療費控除の確定申

告時の手続き自体の簡略化については、かかりつ



け医が健康スポーツ医の場合とそうでない場合に

分けて提案する。かかりつけ医が健康スポーツ医

の場合は、かかりつけ医が患者を診察し、運動療法

の適用と考え、指定運動療法施設の利用をすすめ

る。次に、かかりつけ医が運動関連医療情報提供票

と運動療法処方票を作成する。そして、患者が運動

関連医療情報提供票と運動療法処方票を指定運動

療法施設に持参する。指定運動療法施設では、運動

療法処方票に基づき具体的な運動メニューを作成

し、運動療法を実施する。通院時に健康スポーツ医

等であるかかりつけ医が運動療法の経過を観察す

るといったものである。一方で、かかりつけ医が健

康スポーツ医でない場合は、かかりつけ医が患者

を診察した際に、運動療法の適用と考え、指定運動

療法施設の利用をすすめる。あるいは患者が指定

運動療法施設での運動療法を希望して、医師に情

報提供を依頼することもあり得る。それをうけて、

かかりつけ医が運動関連医療情報提供票を作成・

交付する。情報として、健康診断の結果等も添付す

ることとする。患者が運動関連医療情報提供票を

指定運動療法施設に持参する。指定運動療法施設

で、運動開始前に運動開始前健康チェックを実施

する。現在の身体活動状況・健康状態・体力・行い

たい運動を確認し、携提医療機関担当医と情報共

有し、担当医の指導に基づく運動療法処方票を作

成するというものである。 

 

２．標準的な運動指導プログラム 

 標準的な運動プログラムは、現在入手可能なエ

ビデンスに基づいて作成した。しかしながら、リー

フレット作成に使用したエビデンス（学術論文）は

必ずしも日本人を対象としたエビデンスだけでな

く、各エビデンスの標本代表性に課題がある。この

ため、新たに発信されたエビデンスを確認し、日本

人を対象とした信頼性の高いエビデンスをリーフ

レットの改訂に使用していくことが必要だと考え

られる。 

 

Ｅ．結論 

 健康増進施設が国民の健康寿命の延伸に貢献す

るためには、運動型健康増進施設と指定運動療法

施設それぞれの役割を明確にして活き活きと活躍

するとともに、全国に存在する類似施設のすぐれ

たモデルになることが重要である。本研究の調査

によって、健康増進施設認定制度には多くの施設

に共通した課題や希望があることが明らかになっ

た。また、現時点で得られるエビデンスを基にした

標準的な運動指導プログラムを作成することがで

きた。これらのプログラムを活用するとともに、健

康増進施設の認知度や社会的な発信力を高めるこ

とによって健康増進施設認定制度が今まで以上に

国民の健康づくりに貢献することが望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 
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